
介護療養病床廃止の中止を求める意見書 
 

政府は，第１６４通常国会において「医療制度改革関連法」を成立させ，２０

１２年３月末で１２万床の介護療養病床を廃止し，２００６年現在２３万床ある

医療療養病床（回復期リハビリテーション病棟を除く）を１５万床に削減するこ

ととした。 
 しかし，一昨年厚生労働省がまとめた都道府県の「療養病床アンケート調査」

では，日中・夜間とも自宅では介護できる人がいないとの回答が，「医療療養病床

（５４．３％）」「介護療養病床（６１．４％）」にものぼっている。 
また，同調査では，医療療養病床における医療区分１のうち，最低でも５９．

７％の患者が「都道府県が例示した医療処置」を実施しており，介護療養病床に

おける医療区分１のうち，最低でも５８．４％が「都道府県が例示した医療処置」

を実施していることが判明している。 
 こうした中で，医療療養病床については，今年都道府県が策定した２０１２年

度の療養病床の目標数が現在の医療療養病床とほぼ同じ２２万床となり，医療現

場や患者の状況を踏まえて，政府はこれを追認することとしている。 
 しかし，介護療養病床についても，現場や患者からは廃止中止を求める声が大

きく広がっているにもかかわらず，いまだに中止には至っていない。 
介護療養病床の転換先として，介護療養型老人保健施設などが示されているが，

介護療養型老人保健施設は，夜間の医師や看護職員の配置が手薄くなるなど現在

の介護療養病床のように必要な医療を提供することは困難である。 
 このまま介護療養病床が廃止されれば，どこにも行き場のない，いわゆる「医

療難民」「介護難民」が各地であふれることは明らかである。 
 ついては，地域住民が，いつでも，どこでも安心して必要な入院医療を受けら

れるようにするために，下記の事項を要望する。 
 

記 
 
１．介護療養病床廃止計画を中止すること。 
 

以上，地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 
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